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報 文

平成元年以降の北海道における交通事故の傾向について

平澤 匡介 浅野 基樹

北海道の交通事故は、事故件数の割に死者数が多く、平成 年の交通事故死者数
は 人となり、遂に都道府県別では 年連続で 位となった。また冬期間の気象
条件は全国の中で最も厳しく、特に平成 年度からスパイクタイヤの装着率が ％
に近づいた結果、摩擦係数が非常に低いつるつる路面が発生し、それまでの冬期道
路交通状況を一層悪化させ、それに伴い冬型事故も増加した。交通事故件数、死者
数を減少させることは、重要な課題であり、さらに冬期道路の安全性の向上も急務
となった。
本報告では、全国や他の都道府県と比較することや冬期における冬型事故の分析

により北海道における交通事故の特徴を分析した。その結果、北海道の死者数が多
いことの要因の一つは、高規格道路の整備率が低いことや冬期の事故が 月の初冬
期に多発していること、札幌市におけるスリップ事故は、日平均気温が 前後
で多発することが明らかになった。
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．まえがき

我が国における道路交通事故は、昭和 年代後半か
ら 年代半ばごろまで事故件数、死者数共に著しく増
加した。これは急速なモータリゼーションの進展に、
道路整備、法整備等の体制が十分に整っていなかった
ためで、人対車両の事故が多かった。そして交通事故
の死者数は、昭和 年に 人の最悪を記録し、こ
の年に交通安全対策基本法が制定された。これに基づ
き第 次交通安全基本計画が策定され、総合的かつ長
期的に交通安全対策を推進することにより、死者数は
急激に減少し、昭和 年に半減するまでに至った。し
かしながら、その後死者数は増加し続け、平成 年に
回目のピークを迎えた。そして平成 年以降は、減

少傾向にある。事故件数については昭和 年から上昇
し続け、毎年過去最悪の記録を更新し続けている状況
にある。
現在は、平成 年度から 年度までの 年間を計画
期間とする第 次交通安全基本計画を推進中である。
北海道の交通事故については、都道府県別の交通事
故死者数が、平成 年で 年連続全国 位を記録する
など依然として多く、死者数を減少させることが急務
である。また平成 年度から罰則の適用が始まったス
パイクタイヤ規制条例は、粉塵の減少などの道路交通
環境を改善した反面、つるつる路面の発生、それに伴
う激しい交通渋滞などの冬期交通状況を一変させた。
それに伴い冬型事故が急増し、冬期交通の安全確保も
急務となった。
そこで本報告は、全国と北海道の交通事故の比較や
スパイクタイヤ規制による冬期交通事故の変化を分析
し、平成における北海道の交通事故の特徴を捉え、今
後の事故対策や冬期路面管理等の道路行政の基礎資料
となることを目的としている。

．北海道と全国における交通事故の状況

． 北海道と全国の死者数の推移

全国の交通事故死者数は、図 に示すように昭和
年に 人の最悪を記録した。昭和 年には
人に半減するまでに至った。それから増加傾向に転じ、
平成 年に 人の 回目のピークを記録し、その
後は減少傾向を示している。しかし平成 年の死者数
が、 人となり、前年の 人から 人増えた。
その結果、第 次交通安全基本計画における目標であ
る平成 年までに 万人以下にすることは達成された
が、平成 年までに 人以下にする目標は達成出
来なかった。
北海道の交通事故死者数は、図 に示すように、

人口比で見た場合、全国より高いレベルで推移してい
る。そして昭和 年に 人、平成 年に 人のピー
クを記録した。しかしながら平成 年には 人に激
減したものの、その後増減を繰り返している。平成
年の北海道における交通事故死者数も前年を上回る
人となった。

． 北海道と全国の事故件数の推移

全国の事故件数は、図 に示すように、昭和 年
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図 北海道と全国における交通事故死者数
人口比で比較できるよう縦軸のスケールは、単位人
口当たり死者数で一致するように表している。

図 北海道と全国における交通事故件数
人口比で比較できるよう縦軸のスケールは、単位人口
当たり事故件数で一致するように表している。

図 北海道と全国における致死率
致死率 死者数 事故件数



に 件を記録し、その後減少したが昭和 年か
ら増加に転じ、ついに平成 年に昭和 年の水準を超
え平成 年は、 件に達した。
北海道の事故件数は、昭和 年に 件を記録し

た後に減少を続けたが、昭和 年の 件から増加
に転じ、平成 年に 件となり、ほぼ昭和 年と
同じ水準に達した。事故件数の推移は、全国の増加傾
向と概ね同様の推移であるが、図 に示すように、人
口比で見た場合、全国より低いレベルで推移している。

． 北海道と全国の致死率の推移

交通事故件数 件当たりの死者数の割合を致死率
として算出し、全国と北海道の推移を図 に示す。
全国の致死率は、昭和 年から平成 年を除き、減少
傾向である。特に平成 年からは、急激に減少し続け
ているが、その理由として、死者数が減少して、分母
である事故件数の急増していることが挙げられる。
北海道の致死率は、全国に比べると、事故件数が少
なく、死者数が多いので、必然的に高いレベルで推移
しているが、平成 年に を下回り、平成 年から
減少傾向である。北海道の致死率が高いのは、面積の
割に人口が少なく、都市間距離が本州の約 倍の広域
分散型社会を形成しているので、郊外部で走行速度が
高くなりやすいことが原因と推察される。

． 北海道と全国の走行億台キロ致死率と事故率

道路交通センサスにより算出される自動車の走行距

離の総和で、道路交通需要の総量を示す自動車走行台
キロ（調査単位区間延長にその調査単位区間の交通量
を乗じて加算したもの）で事故件数と死者数を割った
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図 北海道と全国の走行億台キロ事故率
事故率の算出は、 センサス、
センサス、 センサスを使用

図 都道府県別の死者数、人口、高速道路延長割合
死者数は、平成 年 年の 年間の平均値、人口は平成 年の国勢調査、道路延長は平成 年 月 日現在の値

図 北海道と全国の走行億台キロ致死率
事故率の算出は、 センサス、

センサス、 センサスを使用



数値に 億を乗じたものを、走行億台キロ事故率、走
行億台キロ致死率として国道と高速道路毎の推移を図
、 に示す。

北海道の国道における走行億台キロ事故率は、全国
の約 割で推移している。北海道の高速道路における
事故率は、全国とほとんど同じ値で推移しており、全
国と北海道の国道に比べると、非常に低い値で推移し
ている。
北海道の国道と高速道路における走行億台キロ致死
率は、全国とほぼ同じ値で、かつ減少傾向で推移して
いる。また全国と北海道の高速道路の走行億台キロ致
死率は、国道に比べ低い数値で推移している。全国の
高速道路は、平成 年から減少傾向を示している。
これらの結果より北海道の国道は、全国の国道に比
べ、交通量、延長を考慮すると事故の発生する率は低
く、発生した事故が死亡事故に至る率は同程度である
ことが明らかになった。従って北海道の国道が危険だ
から死者数が多いという訳では無いことが明らかに
なったが、前述の通り事故死者数を減少させることは
社会のニーズであり、発生した事故を死亡事故に至ら
せない対策が、国道をより安全に管理する上で重要で
ある。その一方で国道に比べ高速道路は、走行億台キ
ロ致死率、事故率の両方で、非常に低い値で推移して
おり、高規格な道路の安全性が示されている。

． 都道府県別の交通事故死者数と高速道路の整

備状況

高速道路の整備状況が、都道府県別の交通事故死者
数に及ぼす影響を把握するために、都道府県別の死者
数、人口、高速道路の延長割合（高速道路の延長 一
般国道の延長 ）を算出し、図 に示す。死者
数は、平成 年から 年の ヶ年の平均値とした。人
口は、平成 年度の国勢調査によるものである。また
道路延長 ）は、平成 年 月 日の値とし、高速道路
は、高速自動車国道と首都高速道路等の有料道路の合
計である。図 より、東京、埼玉、千葉、神奈川、
愛知、大阪、兵庫、福岡は、人口の割に死者数が少な
く、これらの都道府県は、いずれも都市高速を有して
おり、高速道路の延長の割合が高い。またこれらの都
道府県の他に、政令指定都市を抱える宮城、京都、広
島を加え比較しても、北海道における高速道路の延長
の割合は、他の都道府県に比べ特に低い。
北海道の高規格幹線道路の整備状況は、平成 年
月で の計画に対し、 の供用なので、整備
率は約 であり、全国の約 に対して、半分であ
る。従って北海道における高規格幹線道路の整備率の
低さは、都市間の移動・輸送を国道に頼らなければな
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図 事故類型別事故発生状況（平成 年）

図 北海道における夏期冬期別 か月当たりの
死者数と事故件数の推移

図 北海道における月別の事故件数の推移 図 北海道における冬期事故と冬型事故の推移



らない状況であるということであり、これが北海道の
交通事故死者数を多くしている一つの要因であると推
察される。交通の機関分担率の違いが死者数の人口に
関係していると思われるが、今後の高規格道路の伸展
は、北海道全体の死者数を減少させるものと期待され
る。

． 北海道の事故類型

図 は、事故類型別の死亡事故件数と事故件数を
示す。北海道の特徴としては、全国に比べ、死亡事故
件数の正面衝突事故、路外逸脱事故の割合が高く、事
故件数においては追突事故の割合が高い。これらは、
北海道の道路の大部分が中央分離帯を持たない 車線
道路が占めること、冬期間の大部分がすべりやすい路
面であること、高規格な道路が少ないことなどに起因
すると推察される。

．冬期の交通事故の状況

北海道は、日本の中で最も厳しい条件の積雪寒冷地
域であり、年間降雪深が約 のところに札幌市のよ
うな大都市が存在するような地域は、世界の中でも類
を見ない。またスパイクタイヤの規制は、粉塵などの
環境面では効果があったものの、非常に滑りやすい路

面を出現させるなどの冬期交通状況を一変させた。北
海道における夏期（ 月 月）と冬期（ 月 月）
における ヶ月あたりの死者数と事故件数の年度毎の
推移を、図 に示す。死者数は、夏期で減少傾向に
あるが冬期は、わずかながら増加傾向である。事故件
数は、夏期、冬期ともに増加傾向であるが、冬期は、
平成 年度から急激に増えている。
北海道における ヶ月の事故件数の推移を、図
に示す。平成 年から 月の事故件数が急増して、他
の月よりも 件以上も多く推移している。これはス
タッドレスタイヤに移行してから、初冬期の 月に事
故が多発しており、非常に滑りやすい路面の出現が多
いことを示唆している。またドライバーが、初冬期に
おいて冬期路面に慣れていないことも一つの要因であ
ると推察される。
月から 月の冬期に発生した事故のうち、積雪、

凍結、吹雪等の冬期現象が事故発生の直接または間接
の要因になった事故を冬型事故と定義し、北海道にお
ける冬期事故と冬型事故の死者数と事故件数の推移を
図 に示す。冬型事故は、圧雪、凍結路面などによ
るスリップ事故と吹雪などによる視界不良事故と路面
のわだちによるわだち事故とそれら以外のその他に分
けられる。この図より、冬期事故、冬型事故の事故件
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図 札幌市における冬型事故と年間平均降雪量の推移 図 旭川市における冬型事故と年間平均降雪量の推移

図 北海道における冬型事故と年間平均降雪量の推移 図 道路種別毎のスリップ事故の推移



数は、増加傾向であるが、冬型事故は、平成元年から
平成 年度にかけて急増しており、この時期はスパイ
ク装着率が年々減少していたので、明らかにスタッド
レス化の進展が影響している。その後冬型事故は、横
這い傾向であったが、平成 年から急激に増えた。冬
期事故、冬型事故の死者数は、増減はあるものの、ほ
ぼ横這い傾向である。
そこで冬型事故と降雪量の関係を分析するために、
札幌市、旭川市の降雪量と冬型事故件数、北海道全体
の年間降雪量と冬型事故件数の推移を図 に示
す。年間降雪量は、地方気象台や測候所等の気象官署
で計測された冬期間 シーズンの降雪量の累積であ
り、図 は札幌管区気象台、図 は旭川地方気象
台、図 は、北海道内の 箇所の気象官署における
年間降雪量の平均値である。
図 の札幌市においては、平成元年度から平成
年度まで冬型事故が増加し続けたが、その後平成 年
度まで減少し続けた。そして平成 、 年度に増減を
繰り返した後、平成 年度に急激に増加した。平成
年度も、若干減少したが、冬型事故の発生件数は、高
い水準にある。
図 の旭川市においては、平成元年度から平成
年度までと平成 年度から平成 年度までに着目する

と、年間降雪量の増減と冬型事故発生件数の増減の傾
向は合致している。ただし、平成 年度以降は平成
年度以前に比べ、年間降雪量を考慮しても、発生件数
は高い水準である。平成 年度は、旭川市におけるス
パイクタイヤ使用の罰則規定が適用された初めての冬
であり、スタッドレス化の影響が冬型事故の発生件数
に見られる。札幌市と旭川市を比べると、旭川市の方
がスリップ事故発生件数に対し、年間降雪量の影響を
受けている。これは両市の除雪や凍結防止剤等におけ
る冬期路面管理水準の違いによるものと推察される
が、今後路面管理水準の違いにより冬型事故の発生に
どの程度影響するのか分析を進める必要がある。
図 の北海道全体においては、平成 年度まで冬

型事故件数が増加し続け、その後は、増減を繰り返し
ている。平成 年度以降の冬型事故の件数と年間平均
降雪量は、増減の傾向が、平成 年度を除いて合致し
ている。冬型事故の大部分は、スリップ事故であり、
平成元年度から平成 年度にかけて急増した。その一
方で、全体に占める割合は少ないが、わだち事故が減
少した。また降雪量の多い年は、視界不良事故が多い。

．スリップ事故の発生状況

図 は、道路種別毎のスリップ事故発生の推移を
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図 道路形状別スリップ事故の推移 図 事故類型別スリップ事故の推移

図 札幌市における日平均気温毎のスリップ事故発
生件数

図 札幌市における日降雪量毎のスリップ事故発生
件数



示す。平成元年度において国道と市道は、同程度の件
数であったが、市道はその後平成 年度までスリップ
事故件数が急増した。また平成 、 年度になり再び
急増した。これは、道路管理者の違いによる除排雪や
薬剤散布などの冬期道路管理水準の差が、顕著に現れ
ていると推察される。図 は、道路形状別のスリッ
プ事故発生状況の推移を示す。交差点において急増し
ており、特に平成元年度から平成 年度まで激増した。
カーブにおいては、ほとんど増加しておらず、ドライ
バーがカーブ区間は慎重に運転していることと推察さ
れる。図 は、事故類型別のスリップ事故発生状況
の推移を示す。追突が平成元年度から平成 年度、平
成 、 年度に激増しており、全体に占める割合も多
い。次いで正面衝突が増加している。図 より
スタッドレス化の進展に伴い市道、交差点における追
突などのスリップ事故が急増したことが伺える。しか
しながら重大事故になりやすい正面衝突も増えてお
り、今後の詳細な分析を進める必要がある。

．スリップ事故の発生状況と気温・降雪量

図 、 は、札幌市における平成元年度から平成
年度までの冬期間（ 月 月）の 日毎の平均気

温、降雪量と平均スリップ事故発生件数を示す。（た
だしスリップ事故が発生しない日は、データから除い
た。）平成 年度からスパイクタイヤ規制の罰則規定
が開始され、スパイク装着率がほぼ ％になったので、
平成 年度以前と平成 年度以降に分けてグラフ化し
た。図 、 より、平成 年度以降は 日あたりの
スリップ事故件数は平成 年度以前に比べ多くなって
いることが分かる。図 より、 日あたりの平均ス
リップ事故件数は、平均気温が まで増加し続け
ているが、それ以上平均気温が下がると減少している。
従って平均気温 前後が最も件数が多いので、非

常に滑りやすい路面が出現していると推察され、平均
気温が 前後において、摩擦係数を上げるなどの
路面管理技術の向上が重要となる。図 より、 日
あたりの平均スリップ事故件数は、降雪量が まで
増加し続けるが、それ以上は増減しており、降雪量が
多くなっても、除雪も随時行っているので、スリップ
事故件数は必ずしも増加していない。降雪量に関して
は、降雪強度も事故件数に関係する要因と思われるの
で、今後は詳細な分析を進めたい。

．スリップ事故の発生状況と気温・降雪量

札幌市における 月の日別のスリップ事故発生件数
と降雪量と日平均気温を図 に示す。ここで図
は、スパイクタイヤの混在していた平成元年度とス
タッドレス化が伸展し、つるつる路面が出現し始めた
平成 年度と、急激に冬型事故が増加した平成 年度
のデータである。これらより、日平均気温が 以下
になった日や降雪があった日にスリップ事故が急増
し、気温や降雪とスリップ事故は、密接な関係がある
ことが伺える。また平成元年度は、他の年度に比べ、
日に発生するスリップ事故件数が小さく、平成 、
年度は、日平均気温が 以下になるとスリップ事

故が急激に増えていることが分かる。また平成元年度
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図 札幌市における 月のスリップ事故件数と日平
均気温と日降雪量

図 スリップ事故件数と気象データ
（平成元年度 平成 年度、札幌市）

図 スリップ事故の実績値と重回帰式による予測値
（平成 年度以降）



と 年度では降雪量が同じくらいの日があるが、平成
年度の方が事故件数が 倍以上多い。このようにつ

るつる路面が出現し始めた平成 年度以降、スリップ
事故の発生件数と気温や降雪量等の気象要因が密接に
関係していることが明らかである。

．スリップ事故の発生予測

スリップ事故の発生を予測するために、札幌市にお
ける平成元年度から平成 年度までの冬期間（ 月
月）の 日のスリップ事故件数を目的変数、気象デー

タを説明変数として重回帰分析を行った。使用する気
象データは、日降雪量に加え、事故発生日の最高気温、
最低気温を採用した。また、気温が高くて路面の雪氷
がいったん融けてから再凍結した雪氷路面が非常にす
べりやすいことから、前日の最高気温も説明変数に加
えた。最高気温、最低気温は、気象予報等で発表され
るので、得られた予測式を簡単に使用することが可能
となる。図 は、スリップ事故発生件数毎に気象デー
タの平均値をグラフにしたものである。 日に発生す
るスリップ事故件数が 件までは、最高気温、最低気
温、日平均気温が下がる傾向と降雪量が多くなる傾向
があるが、それ以上の件数では、気温、降雪量ともに
増減している。また発生件数が多くなるほど、前日の
最高気温が高くなる傾向が伺える。
重回帰分析は、平成 年度以前と平成 年度以降に

分けて行い、これら気象データとスリップ事故件数の
次式を得た。
平成 年度以前（重回帰係数 ）
スリップ事故件数

平成 年度以降（重回帰係数 ）
スリップ事故件数

ここで 最高気温（ ）、 最低気温（ ）、
前日の最高気温（ ）、 日降雪量（ ）
重回帰分析で得られた係数に着目すると、平成 年

度以降は、平成 年度以前に比べて最高気温と前日の
最高気温の係数が大きく変化し、事故件数に与える影
響が大きくなった。
今回の重回帰分析で、重回帰係数がいずれも を

下回った要因としては、図 のようにスリップ事故
件数が 件以上になると、事故件数が増加しても、気
温、日降雪量が増減を繰り返していることが考えられ
る。その結果図 の予測値と実績値の散布図が示す
ように、実績値である事故件数が多くなるほど、予測
値が低く算出する傾向がある。このことからスリップ

事故件数が 件以上発生する日は、これらの気象要因
の他に、交通量の違いや交通量の多い通勤時間帯にお
ける降雪のタイミングや強度、または路面維持管理の
除雪や凍結防止剤・すべり止め材の散布のタイミング
などが関係していると思われるので、事故要因として
何があるのか、今後の分析を更に進めて、予測精度を
上げる必要がある。

．多重衝突事故と視界不良事故の発生状況

平成 年 月 日道央自動車道の上り線で 台の
多重衝突事故が発生した。これはトンネル区間以外で
起きた事故として、未だに最悪の事故台数である。す
べりやすい路面、一時的な視界不良等に運転者が対応
できなったことが原因とされているが、大規模な多重
衝突事故は、平成 年以降のスタッドレス化に伴い
度々発生しており、運転者の対応の限界を越えている
状況と推察される。図 は、一般国道における冬型
事故の多重衝突の発生状況を示す。ここで多重衝突と
は、交通事故のうち 個の事故誘発行為よって時間的、
場所的に接近し、かつ連続して同乗者を除く 以上の
当事者（単独事故の第 当事者（物件等）を含む）が、
相互に関連して発生した交通事故である。平成 年度
以降増加傾向にあり、特に平成 年度は、スリップ事
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図 多重衝突事故発生状況の推移
（平成 年度 平成 年度）

図 視界不良事故の発生状況
（平成元年度 平成 年度）

多重衝突事故は、平成 年 平成 年度の合計値である。



故による多重衝突が大幅に増加した。
積雪寒冷地域の中でも特に北海道に多い事故に吹雪
による視界不良事故がある。視界不良事故とは、吹雪、
地吹雪等で継続的または一時的に視界不良になった事
故で、図 は、一般国道において、過去 年間に発
生した路線毎に集計した視界不良事故の発生状況を示
す。 号、 号、 号の札幌圏と旭川圏を結ぶ路線
と、 号、 号の旭川圏と道北を結ぶ路線が上位を
占め、道央から道北の日本海側に多く発生しているこ
とを示している。

．あとがき

北海道は、死者数が多いことが、注目されがちだが、
交通量からの致死率では必ずしも高いとは言えない。
しかしながら交通事故死者数は、北海道で依然 人
以上、全国で 千人以上の人々が毎年亡くなっており、
他の事故や災害と比較してもあまりに大きい数値であ
り、また社会的な損失も大きい。今後もより一層の対
策を講じ続けるのは、必然であり、また全国的にも増
加し続ける事故件数を減少させる対策も急務である。
これらの解決策の切り札としては、車線逸脱防止によ
る正面衝突事故対策の他、 （先進安全車両）や
（高度交通システム）などの革新的な技術が期待

される。また事故を防止するシステムの開発も重要だ
が、事故が起きてしまった時に被害を軽減するような
システムの開発も重要であり、道路の対策としては、
道路構造物、工作物の衝撃吸収施設の設置等も期待さ
れる。また高規格道路の一般国道に対する整備の割合
は、全国でも最低クラスであり、北海道全体の交通安
全の面からも、早期の整備が期待される。
冬期の事故は、死者数が夏期よりも少ないものの、
事故件数が多く、冬期間における滑りやすい道路環境
は、走行性、快適性が損なわれ、ドライバーにとって
運転しづらいばかりか、安全性においても我慢を強い
ている状況にある。さらにスタッドレス化の進展は、
それらを助長し、冬期の路面管理がより重要になり、
特に気温に対してより注意を図らなければならなく
なった。交通安全面のみならず、快適性や定時性の確

保のためにも、現状の冬期道路環境を改善する必要が
あるが、除排雪や凍結防止剤の散布も限界があり、決
定的な解決策を模索中である。特に冬型事故は、気温
や降雪によって事故の発生が短時間に集中しやすいの
で、冬型事故の中で大部分を占めるスリップ事故の予
測ができることは、道路管理者や道路利用者にとって
大きなメリットがある。道路管理者は、冬期路面管理
を有効的かつ効率的に行うことが可能になり、道路利
用者は、予測情報を得ることによって、より慎重に運
転することが可能になるし、場合によっては、自動車
の運転を控えて、公共交通機関の選択も考えられる。
今後は、より詳細な分析を行い、事故を発生させる
気象や道路環境を明らかにし、予測精度を高めると共
に、さらに （地理情報システム）等の技術を利
用して、事故の発生する具体の箇所の推定も行い、こ
れらの情報提供方法や活用方法の検討を行う。また正
面衝突や路外逸脱などの類型別事故対策の検討、事故
を分析するためのデータベースの構築、ソフトウェア
の開発や衝撃吸収性を高める道路付属施設の開発も平
行して行う。さらに苫小牧寒地試験道路を使用して冬
期道路環境の改善策や事故対策の試験研究を行い、事
故全般の対策手法の研究を引き続き進める次第であ
る。
最後に本研究の分析に用いた平成元年度からの冬型
事故のデータは、北海道警察交通部交通企画課から提
供して頂いたものであり、ここに謝意を表する。
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